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大地震に対する大都市の防災・減災分科会 

 

提言「大震災の起きない都市を目指して」 

１ 現状及び問題点 

  大都市直下の大地震発生が予測される中、大都市への人・構造物・機能の過度の集中

と複雑なシステムにより震災の危険性がますます高まっており、マグニチュード７クラス

の首都直下地震ではわが国の国家予算に匹敵する規模の被害が予測されている。これに対

し、現在は震災をより軽減する対策は進みにくく、震災発生を前提として被災後の対策・

準備が進められている。 

  震災を受けてからの対応でなく、一朝一夕には解決できないが、将来の都市構成を見

通した中で災害を極力減じるための抜本的で具体的な活動を、個人・家族・企業・自治体・

国は、それぞれ且つ協力して推進すべきと考え、ここに提言をまとめた。 

２ 提言の内容 

(1) 最新の科学的知見にもとづき、想像力を広げた熟考 

 発生頻度は低いが甚大な被害を及ぼす震災を対象に、津波・高潮・火災・豪雨などとの

複合災害も含め、最新の科学的知見にもとづき想像力を広げて熟考し、可能性のある事象

を想定して大震災の起きない都市の構築を目指すべきである。さらに、これらの想定は完

全とは言えず、自然への畏怖の念を忘れず、繰返して見直すことが重要である。 

(2) 居住、活動のための適地の選択 

 人々の居住、活動の場所は、地域における地震動の増幅性や過去の災害履歴などを踏ま

えて災害脆弱性を正しく認識し、より安全な場所を選択すべきであり、被災ポテンシャル

の高い地域から低い地域へと居住地・活動域を移すことも考えるべきである。 

(3) 都市地震係数の採用 

 大震災発生時の社会的影響度が高いわが国の大きな都市では、建物やインフラの耐震性

を他の一般地域のものより高めるために「都市地震係数」を導入すべきである。 

(4) 土木構造物・建築物の耐震性確保策の推進 

 現存する耐震性の劣る土木構造物・ライフライン・建築物・古い木造住宅などの耐震性

の向上を図るべきである。新築でも特に木造住宅については、個々の設計・施工に最新の

知識が生かされる確かな仕組みをつくる必要がある。 

(5) 人口集中、機能集中の緩和 

 災害リスクの分散により日本の持続可能性を高めるとともに、東京一極集中による過密

の不経済や地方の活性化に対処していくために、大きな都市への過度な人口集中・機能集

中を是正するための国土計画をたて、これを実現していくべきである。 

(6) 留まれる社会、逃げ込めるまちの構築 

 地盤・構造物の耐震化対策を進め、災害時に建物の中に留まることができ、人々が生き 



 

続けられるまちを構築すべきである。このようなまちはすぐには構築できないが、救命・

緊急輸送道路や避難場所を確保し、命を守るライフラインを災害時に確保するため平常時

から整備を進めることも必要である。 

(7) 情報通信技術の強靭化と有効な利活用 

 通信・情報システムを災害時に発信規制を起こさせず有効に機能させるために、通信容

量の拡大、バッテリーの長時間化、機器の平常時の利用が連続して被災時にも利用可能と

するなど、非常時の対応力を強化するとともに、データ処理技術を進展させ、災害発生直

後の迅速な対処のための準備を進めるべきである。 

(8) 大地震後への準備と行動 

 震災時の社会経済的な損失軽減を目的とした自助・共助・公助による対策を実効あるも

のにするために、地域特性に即した防災教育を学校や社会に取り入れ、公的な主体と民間

企業、地域住民が平時から適切な協力関係を確立できるような活動を行うべきである。こ

のとき、震災を知らず言葉も通じにくい外国人への準備と対応も必要である。 

(9) 耐震構造の進展と適用 

 わが国の耐震技術をさらに進展させつつ、これを適切に適用するとともに、従来の設計

では想定していなかった事象に対しても、構造物あるいはそれを含む全体システムが破滅

的な状況に陥らないような方法と仕組の研究開発と実用化を進めるべきである。 

(10) 国内外の震災から学ぶ、国際協力、知見や行動の共有 

 都市の構成、構造物のつくり方、交通網や通信網の構築など、世界各国に共通点のある

防災に関する知見を活かして、国内外の災害を無くす努力を続けるべきである。 

(11) 専門を超える視野を持って行動する努力 

 都市の防災・減災対策に向け、理工系だけでなく、人文・社会・経済・医療なども含め

た多くの分野が、それぞれの専門分野の枠をこえて総合的かつ持続的に取り組むべきであ

る。またこのために、異なる分野間の平常時における情報共有や交流を活発化させるべき

である。 


